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研究成果の概要（和文）： 

 ドイツ・ヨーロッパ競争法及び事業法の理論・事例検討を行うことによって，規制緩和を背
景にした，旧独占分野への競争理論の導入を契機に，「不可欠施設」理論は，市場支配的地位に
ある事業者の濫用行為規制として重要性を増している．とりわけ，近年では，競争者排除行為
の問題が顕著であり，一般的な濫用行為規制と不可欠施設の理論が融合し，現代の経済社会の
独占・寡占問題に適合する形で理論が展開している． 
研究成果の概要（英文）： 
 Competition Law and sector regulation is dealt with, especially in European and German 
law as well, taking into account of the economic deregulation in which competition is 
being introduced in public utility industry. Taking this opportunity, “Essential 
Facilities Doctrine” has significantly been increasing its importance. It is 
particularly remarkable that the problem concerning exclusion of the competitors has been 
arising. It is meaningful that general dominant control and Essential Facilities Doctrine 
are tend to come close.  
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１．研究開始当初の背景 
 近年進められてきた規制緩和が転換期に
入っているということは一般的に承認され
ている．本研究では，公益産業・IT 産業が今
後の日本経済の発展を左右する産業である
と考えており，これらの産業を主な検討対象
とする．公益産業としては，電力エネルギー，
ガス産業を取り上げる．消費生活にも深く関

係する基幹分野であり，当該分野における競
争が維持されていることは経済社会に対し
て極めて重要な意味を持つ．IT 産業は，今後
の経済を牽引していく分野と位置づけられ，
様々な事業展開・新しいサービスが提供され
ている． 
 公益事業においては，技術の進歩を背景に，
競争原理の導入が可能となっており，規制緩
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和が進められてきている一方で，いわゆる既
存(incumbent)事業者が独占的地位ないしは
支配的地位にある，ないしは少数の事業者に
よる寡占的な市場が維持されているという
特徴が見られる． 
 IT 産業として，電気通信産業においては，
近年，固定網及び移動網の両者において，既
存の事業者がそれぞれ両市場を圧倒的に支
配するという状況だけでなく，その他の電気
通信事業者を含めた寡占的な市場に便化す
る傾向も同時に見られる．このような電気通
信市場の状況は，ヨーロッパにおいても同様
である．とりわけヨーロッパでは，電気通信
市場の統合が活発であり，そこで寡占化する
市場に対する規制は重要であると認識され
ている． 
 電力エネルギー・ガス分野においては，エ
ネルギー源としての重要性，設備拘束性とい
う特殊性も相まって電気通信産業とは異な
り，競争の展開も限定的となっている．我が
国と同様に，電力市場が独占的ないしは寡占
的であり，かつ従来電力エネルギー産業にお
いて競争の導入が限定的であったヨーロッ
パを比較検討の対象とする．ヨーロッパでは
近年，自由化を推進する電力ガスの指令の公
布と同時に，電力，エネルギー産業に対する
競争法の適用を強化する動きが見られる．従
来，ヨーロッパ競争法における市場支配的事
業者に対する濫用規制が電力会社に適用さ
れた事例はなかった．さらに，加盟国におい
てはとりわけ新規の競争者に対する妨害行
為を問題視する事例が見られる． 
 このように，公益事業分野，同時に IT 産
業においては，とりわけ独占・寡占の問題が
生じやすいと考えている．事業分野の実態に
即して独占・寡占規制を検討する必要がある
と考えられる． 
 
２．研究の目的 
 進められてきた規制緩和が転換期を迎え
ており，規制緩和の在り方を再検討すること
が必要であるという認識を出発点とする．規
制緩和の検討課題は，経済・社会・政治面と
多方面に及ぶが，そのなかでも本研究は，経
済法的観点から，規制緩和がいかにあるべき
か，そして規制緩和後の競争秩序及び規制の
在り方を明らかにすることを目的とし，今後
の経済社会における競争法理論の再構築を
試みる． 
 公益分野については，「不可欠施設へのア
クセス」の問題として比較法的観点から，既
存の事業者が，所有しているインフラ・ネッ
トワークへのアクセスを競争者に供与する
要件を，競争法及び事業法を手がかりに研究
を行う．従来から研究対象としているヨーロ
ッパ・ドイツでは，関連するケースの蓄積が
見られ，学説の議論も活発であり，一定の方

向性が明らかになりつつある．さらに，独
占・寡占規制の問題は，技術進歩，それによ
る経済実態の変化を受けて，インフラ・ネッ
トワークへのアクセスに関する問題だけで
なく，競争者の妨害・高価格の問題等，濫用
的行為全般に対する規制をいかに行うべき
か，という基本的かつ複雑な問題が生じてい
る．行き過ぎた規制は当然控えるべきである
としても，独占・寡占的事業者に対する濫用
行為に対する規制は必要であると考える．こ
の点，濫用行為全般の問題を本研究の検討課
題とする． 
 
３．研究の方法 
 本研究は，比較法的観点から，文献に基づ
く研究，具体的事例分析を通した研究を行う． 
 まず，支配・寡占的事業者に対する規制の
基礎理論，事例研究を行う．比較法的研究と
して，ヨーロッパ競争法 82 条(現行運営条約
102 条)の市場支配的地位の濫用規制に係る
学説・事例に基づき総括的に検討し，当該規
定の意義及び射程範囲を明らかにする．とり
わけ，委員会が公表している関係ディスカッ
ションペーパー(2005 年ヨーロッパ委員会)，
ガイダンス(2009 年ヨーロッパ委員会)，
「British Airways」ケース(2007 年 3月 15
日ヨーロッパ裁判所)，「Microsoft」ケース
(2007 年 9 月 17 日ヨーロッパ第一審裁判所)
等を検討する．その上でこれに結びつけて，
電力エネルギー・ガス及び電気通信産業とい
う具体的分野に焦点を当てる． 
 さらに，ヨーロッパ法における市場支配的
地位の濫用規制と我が国における私的独占
の規定の異同を明らかにする． 
 上記の理論的研究に加えて，関係する経済
法の研究会への参加，国際学会への参加及び
海外での意見交換を通して，理論的研究のよ
り実証性を高める． 
  
４．研究成果 
 いわゆる公益産業及び IT 産業に共通の問
題として，ドイツ・ヨーロッパ競争法を手が
かりに「不可欠施設へのアクセス」の問題及
び市場支配的地位の濫用規制を検討対象と
して，近年重要と思われるドミナントな事業
者に対する規制の在り方を考察した． 
 不可欠施設理論の意義をめぐっては，ヨー
ロッパにおいても一様ではない．不可欠施設
理論は，もともと取引拒絶の一類型として理
解されているが，取引拒絶との違いは，施設
の所有者が競争者に対してその施設を開放
する意図がない，新規参入の場合と言うこと
になる．施設へのアクセスが第三者に開放さ
れる場合，その所有者は原則として全ての競
争者に同等のアクセスを供与しなければな
らない．さらに加えて，施設の内部利用がそ
の所有者に確保されており，その施設の利用



が隣接市場における競争に有利であること
が，この問題を考える上で重要なファクター
となる． 
 ヨーロッパレベルでは．いわゆる不可欠施
設理論が適用されているケースが幾つかあ
りつつも，必ずしもヨーロッパ委員会及び裁
判所によって一貫したかつ統一的な理論構
築がなされているとは言い難い．まずは，支
配的な地位が特殊な施設の排他的所有・コン
トロールから生じる場合の濫用行為の問題
を明確にした点に当該理論の意義があると
いえる． 
 不可欠施設理論の規定をもつドイツ競争
制限防止法においては，とりわけ電力産業を
中心とした法適用が実施されている．そこで
の考え方は，同一ネットワーク及び施設の競
争者との共同利用である．もっとも，いわゆ
る公益産業においても，その施設の特殊性に
鑑みて事業法による旧独占者に対する規制
は一様に理解されない．電気通信における施
設の不可欠性は，長期的な視点を前提として
おらず，技術の発展が左右する分野である一
方，他方で，電力産業・鉄道等における不可
欠性は長期的に捉えられる．有効な競争を創
出するという共通の目的を持つ事業法の規
制にも係らず，既に様々な市場状況，政策的
切り口に基づき，規制の基本的枠組みは多様
な方向に展開していく傾向が認められる． 
 さらに，不可欠施設理論は，不可欠施設の
取引拒絶という類型を出発点として，同時に
その施設の利用料金の妥当性が重要となる．
これは，ドイツにおいては．不可欠施設理論
を捉える競争制限防止法 19 条 4 項 4 号の問
題だけでなく，搾取的高価格濫用行為を捉え
る同 2号の問題でもある．もともと搾取的高
価格濫用規制に対しては，ヨーロッパにおい
ては消極的であり，ドイツにおいても関係す
る事例は極めて少なかった．しかしながら，
近年の規制緩和を受けて，競争の導入が進む
旧独占的公益分野における支配的事業者に
対する価格規制の重要性が高まっている．搾
取的高価格規制は，独占事業者の取引相手方
に対する高価格取引条件という形だけでな
く，近年では，高価格形成によって同時に競
争者への妨害効果に着目する事例が増えて
きている(例えば，ヨーロッパ委員会はドイ
ツの電力会社の搾取的高価格を競争者妨害
の形で問題視した)．すなわち，垂直的に統
合した事業者が，垂直的に統合していない競
争者に対して，前段階商品について計算する
価格の高価格の問題である．このようなケー
スは，ネットワークに基礎をおく産業におい
てみられ，価格スクイーズという形でも捉え
られる(「Deutsche Telekom」2008 年 4月 10
日ヨーロッパ裁判所)．本研究では，搾取的
な高価格規制の現代的展開として，競争者妨
害効果が認められる点を指摘した． 

 搾取的価格濫用規制に関して，ドイツでは，
2007 年の競争制限防止法の改正により，エネ
ルギー産業に特化して，高価格，いわゆる搾
取濫用規制が新設された．改正の趣旨目的を
検討し，その適用事例の分析を行なっている．
また，ヨーロッパのエネギー産業では，構造
的措置の可能性も検討されている．いわゆる
構造的アンバンドリング(分離)であり，かか
る構造的アンバンドリングをめぐる政策的
理論，法的な問題を検討した．競争が機能し
ていない分野に対しては，競争法による価格
規制が有効であることを示す実例として理
解される． 
 規制緩和が進み，同時に技術革新が進む経
済社会においては，不可欠性の不確定性が顕
著となり，いわゆる「不可欠施設」理論とし
ての独自性は弱まってきている様にも思わ
れる．これは「不可欠施設」理論が意味を失
ってきているというよりは，その適用範囲が
拡大して，一般的な不当な取引拒絶の理論と
の近似，融合が見られる様に思われる．すな
わち，従来の「不可欠性」の捉え方を緩和し
ながら，施設への選択的なアクセスが欠ける
場合には，「必須な」(indispensable)施設・
インプットとして，川下市場で活動するため
に競争者が必要なインプットを取引拒絶す
ることは認められないとする考え方である．
ここでは，「不可欠施設」理論に言及するこ
となく，取引拒絶の規制対象を拡大し，従来
の不可欠施設より広い「必須な」施設・イン
プットを捉えることを特徴として，川上・川
下市場での活動を前提とする垂直的統合事
業者に焦点を当てた取引拒絶が捉えられて
いる．このような考え方は，ヨーロッパ委員
会のガイダンスに見られる．そして，不可欠
施設理論では，不可欠施設の所有者が，川下
市場における製品又はサービス市場での活
動に必要な施設の共同利用を拒絶すること
により，これらの市場にその市場支配的地位
を拡大することを防ぐことであるとして，拡
大される市場において市場支配的地位が要
件とされる必要性はないとされてきた．しか
しながら，この点については，不可欠性の基
準が「必須」という基準に緩和される場合に
は，いわゆる拡大される市場，換言すれば派
生市場に及ぼす当該行為の持つ効果の分析
が重要になってくるであろう．派生市場の効
果の問題の仕方，どの程度の効果を認定する
必要があるかという問題である．従来の一般
的濫用事例のケースにおいても，この点は明
確にされているとは言えない．いわゆる搾取
的高価格濫用行為については，悪影響を受け
るのが取引相手方であり，高価格による搾取
の及ぼす影響は明白であり，濫用行為である
ことの他，具体的市場効果の立証が必要はな
い．これに対して，競争者排除のケースにお
いては，排除の効果の立証は依然として大き



な問題である．「Microsoft」のケースでは，
競争者排除ないしは消費者侵害の直接的効
果の具体的立証は要求されていない．他方で，
ドイツにおける抱き合わせのケース「Strom 
und TelefonⅡ」(2003 年 11 月 4 日ドイツ最
高裁判所)では，隣接市場における明白な競
争制限的効果の立証を必要としている様に
も思われる．とりわけ，今後は抱き合わせ取
引の理論に着目して，理論の展開に注目する
必要がある． 
 最後に，我が国私的独占の規制との対比で，
市場支配的地位の濫用行為としての不可欠
施設をめぐる理論はどのように理解される
であろうか．私的独占の規制は，基本的に，
市場支配的地位の存在を前提として，その地
位を不当に利用することを禁止する規定で
はないと考えられる．しかしながら，近年の
私的独占の運用事例に鑑みると，市場支配的
地位の濫用規制と同様の考え方が見られる
様に思われる．少なくとも，具体的な排除の
量的な経済分析ではなく，排除をもたらす行
為の一般的な性格付け，理論に依拠して，違
法性が判断されている．他方で，ヨーロッパ
では，「より経済的なアプローチ」を主張す
る考え方も顕著になってきており，今後の理
論展開に注目する必要がある． 
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